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  過去の大災害の教訓 

死者 ４，６９７人 ６，４３４人 １９，５３３人 

行方不明者 ４０１人 ３人 ２，５８５人 

負傷者 ３８，９２１人 ４３，７９２人 ６，２３０人 

全半壊家屋 １５３，８９０棟 ２４９，１８０棟 ４０１，９２８棟 

被害額 約0.5兆円 約10兆円 約17兆円 

伊勢湾台風（1959年） 阪神・淡路大震災（1995年） 東日本大震災（2011年） 

多数の死者・行方不明 
 建築物・高架橋等の倒壊 
 市街地延焼火災の発生 

 大規模津波による被害 
 帰宅困難者の発生 

 

「災害対策基本法」制定 

「防災計画」の策定 

 ⇒「防災」概念の明確化 

 

耐震化・密集市街地対策 

自助・共助の大切さ 

⇒「減災」の推進 

 

平時から総合的な対策 

防災教育などソフト対策の重要性 

⇒「国土強靱化」の取組 

阪神高速道路の高架橋の倒壊 
（写真提供：神戸市） 

消防局職員と消防団員による 
行方不明者の捜索活動 

（写真提供：仙台市） 
伊勢湾台風の被害状況 

（写真提供：愛知県） 

〇我が国の防災・減災対策は、過去の大災害を教訓を踏まえて、防災から減災、
そして国土強靱化へと深化。 
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〇「天災は忘れた頃にやって来る」（寺田寅彦）というのは今や昔 

人的被害：死者76人 
     ※関連死等を含む 
住家被害：全壊179棟、半壊217棟 
主な被災地：広島県広島市 
発生期間：H26.8.19～ 

① H26.8.19からの大雨 

人的被害：死者・行方不明者63人 
主な被災地：長野県・岐阜県 
発生期間：H26.9.27 

② H26御嶽山噴火 

人的被害：重傷者10人 
住家被害：全壊50棟、半壊92棟 
主な被災地：長野県 
発生期間：H26.11.22 

③ H26長野県北部を震源とする地震 

人的被害：死者8人 
住家被害：全壊80棟、半壊7,022棟 
主な被災地：関東地方、東北地方 
発生期間：H27.9.7～9.11 

④ H27関東・東北豪雨 人的被害：死者273人 
    ※関連死等を含む 
住家被害：全壊8,667棟、 
       半壊34,719棟 
主な被災地：熊本県、大分県 
発生期間：H28.4.14・4.16 

⑤ H28熊本地震 

人的被害：死者・行方不明者27人 
住家被害：全壊502棟、 
       半壊2,372棟 
主な被災地：北海道、東北地方 
発生期間：H28.8.28～8.31 

⑥ H28台風第10号 

※情報は令和元年11月18日時点 

人的被害：死者42人 
住家被害：全壊325棟、半壊1,109棟 
主な被災地：福岡県 
発生期間：H29.6.30～7.10 

⑦ H29九州北部豪雨 

人的被害：死者237人 
住家被害：全壊6,767棟、 
     半壊11,243棟 
主な被災地：東海地方、近畿地方、 
      中国地方、四国地方 
発生期間：H30.6.28～7.8 

⑧ H30年７月豪雨 

人的被害：死者14人 
住家被害：全壊26棟、 
     半壊189棟 
主な被災地：東海地方、 
      近畿地方 
発生期間：H30.9.3～9.5 

⑨ H30台風第21号 

人的被害：死者42人 
住家被害：全壊462棟、半壊1,570棟 
主な被災地：北海道 
発生期間：H30.9.6 

⑩ H30北海道胆振東部地震 

 近年の主な自然災害（平成26年～令和元年） 

人的被害：死者1人 
住家被害：全壊219棟、半壊2,126棟 
主な被災地：千葉県、神奈川県 
発生期間：R1.9.7～9.9 

⑫ R1台風第15号 

人的被害：死者98人 
住家被害：全壊2,240棟、 
     半壊13,012棟 
主な被災地：東北地方、 
   関東甲信越地方、東海地方 
発生期間：R1.10.10～10.13、  
     10.24～10.26 
※低気圧による大雨の被害を含む 

⑬ R1台風第19号等※ 
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人的被害：死者４人 
住家被害：全壊87棟、半壊110棟 
主な被災地：佐賀県、福岡県 
発生期間：R1.8.26～8.29 

⑪ R1年８月の前線による大雨 



大規模自然災害による被害（推計） 

東日本大震災 
（2011年） 

南海トラフ 
巨大地震 

首都直下 
地震 

人的被害 
（死者） 約1.9万人 

最大 
約32.3 万人 

最大 
約2.3 万人 

資産等の 
直接被害 約17 兆円 約170 兆円 約47 兆円 

生産・サービス低下 
による被害を含めた場合 約214 兆円 約95 兆円 

（内閣府（防災担当）資料を基に作成） 

  近い将来に未曾有の大災害の恐れ 

首都直下地震震度分布 
（都心南部直下地震（M7.3）） 

（出典：中央防災会議首都直下地震対策 
  検討ワーキンググループ最終報告） 

（出典：中央防災会議南海トラフ巨大地震対策 
検討ワーキンググループ第二次報告） 

南海トラフ巨大地震震度分布 
（陸側ケース） 
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〇南海トラフ巨大地震・首都直下地震の発生確率は今後30年以内に70∼80% 
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■今後30年以内に南海トラフ沿いで大地震が発生し、海岸の
津波高が３ｍ以上になる超過確率（2020年1月1日時点） 

（出典）「南海トラフ沿いで発生する大地震の確率論的津波評価」（令和2年1月 地震調査研究推進本部） 

〇太平洋沿岸の広い範囲において、海岸の津波高が３m以上になる確率が高い 

※沿岸の津波高
３ｍ以上が住
家流出、全壊
が生じる目安
（気象庁） 

  南海トラフ巨大地震による津波の確率 



  事前防災の重要性と効果① 

約175,000棟

約98,000棟

約63,000棟

約27,000棟

約11,000人

約8,550人

約6,100人

約3,800人

約1,500人

0人

2,000人

4,000人

6,000人

8,000人

10,000人

12,000人

0棟

20,000棟

40,000棟

60,000棟

80,000棟

100,000棟

120,000棟

140,000棟

160,000棟

180,000棟

200,000棟

耐震化率

約79%（全国、H20）

約87%（東京都、H20）

耐震化率

約90%（全国）

約94%（東京都）

耐震化率

約95%（全国）

約97%（東京都）

耐震化率

約100%（全国）

約100%（東京都）

揺れによる全壊棟数

建物倒壊による死者数（冬・深夜）

首都直下地震被害の軽減効果 

出典：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）（平成25年中央防災会議首都直下地震対策検討WG) 

９割減 

〇事前に適切な防災対策を行うことにより、被害は激減 

現状 

（耐震化率100％ ⇒ 全壊棟数・死者数約９割減） 
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  事前防災の重要性と効果② 

出典：首都直下地震の被害想定と対策について（最終報告）（平成25年中央防災会議首都直下地震対策検討WG） 

９５％減 

首都直下地震被害の軽減効果 

電気関係の出火の防止  
（感震ブレーカー等の設置） 

〇ハード対策とソフト対策の適切な組み合わせにより、被害はより軽減 

出火防止対策の強化 ⇒ 全焼失棟数・死者数95％減 

電気関係の出火の防止及び
初期消火成功率の向上が図ら
れた場合 

現状 
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  事前防災の効果 事例① 

〇平成30年台風第21号では、着実な高潮対策により、既往最高潮位でも浸
水被害を防止。 

 ・平成30年台風第21号で、大阪港では第二室戸台風（昭和36年）を上回る既往最高の潮位を記録。 
 ・第二室戸台風では約13万戸が浸水。その後の海岸・河川堤防、水門の整備（約1,300億円）や 
  適切な維持管理（約200億円）により、市街地の高潮浸水を完全に防止。 
 ・被害防止の効果は、約17兆円と推定。 

資料出典：国土交通省「河川事業概要2019」 

高潮対策による 
整備効果約17兆円 

被害無し 被害無し 
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  事前防災の効果 事例① 

〇高潮対策としての防潮堤、防潮水門・鉄扉、排水施設等の設置による効果
（浸水被害の防止）を発現。 

●主な施設の操作状況 

○毛馬排水機場 

水門閉鎖時の内水を排水するため、毛馬排水機場で最大６台のポンプを稼働させ、
淀川へ排水 

○阪急神戸線防潮鉄扉（神崎川） 
・9月4日14時37分  
 防潮鉄扉 閉鎖完了 

・9月4日18時36分  
 防潮鉄扉 開放完了 

○国道２号線 防潮鉄扉 
・9月4日13時00分  
 防潮鉄扉 閉鎖完了 

・9月5日2時15分  
 防潮鉄扉 開放完了 

神崎大橋左岸（神崎川） 

・9月4日12時 
 高潮に備え三大水門 
を閉鎖 

 
・14時20分 
 水門外水位OP+5.13m、 
 水門内水位OP+2,05m
を観測 

→水門内外で最大3.0m 
 の水位差 

 ○三大水門（安治川、尻無川、木津川） 
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  事前防災の効果 事例② 

◯平成25年台風第18号の豪雨では、淀川上流のダム群の洪水調節と水防
活動により、堤防の決壊を回避。 

 ・仮に、ダム等の効果が無ければ、堤防が決壊していた可能性が高く、その場合約1兆2,000億円の被
害が発生していたと想定。 

 ・淀川上流のダム群の建設費は、総額約4,000億円。 

資料出典：国土交通省ＨＰ 10 
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  事前防災の効果 事例③ 

資料出典：国土交通省ＨＰ 



いかなる自然災害が発生しようとも、 
 
 ①人命の保護が最大限図られること 
 
 ②国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 
 
 ③国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 
 
 ④迅速な復旧・復興 
 
を基本目標として、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地域・経済
社会を構築すること 

○大災害の都度、長期間かけて復旧・復興を図るという「事後対応」の繰り返し
を避け、平時から大規模自然災害に対する備えを行うことが重要。  

○最悪の事態を念頭に置き、国土政策・産業政策も含めた総合的な対応を「国
家百年の大計」として行っていく必要。 

国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）とは 

 国土強靱化とは？ 
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活動レベル 

時間 

脆弱な社会 

強くしなやかな社会 

回復力：しなやかさ 

大規模自然災害 

ショック耐性：強さ 

通常のレベル 

0 参考：「巨大地震Xデー」藤井聡著 

ビルドバックベター 
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〇大規模自然災害時に、人命を守り、経済社会への被害が致命的にならず迅速に  
   回復する、 「強さとしなやかさ」を備えた国土、経済社会システムを平時から構築 

  「国土強靱化」とは（強靱な社会のイメージ） 



 （参考）札幌市強靱化計画 

【地域防災計画】 

・エネルギー供給 
・流通機能の強化 
・企業立地促進 
・・・・ 

社会経済システム
の強靭化 

応急体制
整備 

迅速な 
復旧・復興 
体制整備 

【強靭化地域計画】 

災害予防 

応急 

復旧 

復興 

発災前 発災後 

国土強靭化地域計画 地域防災計画 

検討アプローチ 地域で想定される自然災害全般 災害の種類ごと 

主な対象フェーズ 発災前 発災時・発災後 

施策の設定方法 脆弱性評価、リスクシナリオに合わせた施策 ― 

施策の重点化 ○ ￣ 
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  地域防災計画との比較 



＜目次＞ 
1. 国土強靱化とは ～その意義～ 
2. 国土強靱化に関する制度・予算の概要 
3. 多様な取組による国土強靱化 
4. 自治体の取組（国土強靱化地域計画） 
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□目的、基本理念 
・大規模自然災害等に備えるには、事前防災・減災と迅速な復旧・復興に資する施策の総合的、計画的

な実施が重要であり、国際競争力向上に資する 

 □基本方針 
 １ 大規模自然災害等に際して人命の保護が最大限図られる 
 ２ 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される 
 ３ 国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 
 ４ 迅速な復旧復興     等 

 □施策の策定及び実施の方針 
・国土政策・産業政策を含めた対応 
 ～ハード・ソフトを適切に組合せ／平時にも非常時にも有効活用／民間の取組を促進等～ 

 □基本計画・脆弱性評価 
・国土強靱化に係る指針として基本計画を定め、国土強靱化に関しては、国の他の計画は本計画を基本

とする（＝アンブレラ計画） 
・計画の策定に先立ち、脆弱性に関する評価を実施し、その結果の検証を行うとともに、地方公共団体

等の意見も聴取 

 □国土強靱化推進本部 
・全閣僚により構成 
・本部長：総理大臣  
 副本部長：官房長官、国土強靱化担当大臣、国土交通大臣 
・脆弱性評価指針の決定、国土強靱化基本計画の案の作成（→計画は閣議決定） 

□地方公共団体 
・国土強靱化地域計画の策定 

強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する
国土強靱化基本法の概要  （議員立法により、平成25年12月４日成立、同月11日公布・施行） 
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国土強靱化基本計画 

国土強靱化に関する施策の推進に関する基本的
な計画（義務） 
その他の国土強靱化に関する国の計画等の指針
となるもの （＝アンブレラ計画） 
施策分野ごとの脆弱性評価の結果に基づき、国土
強靱化推進本部が案を作成 

 
         

国土強靱化年次計画 

基本計画のプログラムの進
捗管理のための推進計画及
び当該年度に取り組むべき
主要施策等 

国土強靱化基本法 

 

国の他の計画 
 

（国土強靱化基本計
画を基本とする) 

 

指針 

国土強靱化地域計画 

都道府県・市町村の区域における国土
強靱化に関する施策の推進に関する基
本的な計画（任意） 
国土強靱化に関する都道府県・市町村
の他の計画等の指針となるもの 

 
 

都道府県・市町村の 
他の計画 

 
 

 

指針 

 国土強靱化基本計画と地域計画 

国（政府） 都道府県・市町村 

調
和 



①災害から得られた知見の反映 

•被災者等の健康・避難生活環境の確保 

•気候変動の影響を踏まえた治水対策 

•エネルギーや情報通信の多様化・リスク分散 

 などの過去の災害から得られた知見を推進方針として追加 

②社会情勢の変化等を踏まえた反映 

•新技術の活用、国土強靱化のイノベーション推進 

•地域のリーダー等の人材育成、防災教育の充実 

などの社会情勢の変化等を踏まえた内容を追加 

③災害時に重要なインフラ整備、耐震対策・老朽化対策、BCP
の普及などは、引き続き推進 

国土強靱化基本計画とは、 

 ・国土強靱化に係る国の計画等の指針となるべきもの 

 ・施策の重点化／ハード・ソフト両面で効果的に推進／「自助・共助・公助」の適切な組み合わせ／民間資金の活用 

 ・地域の特性に応じた施策の推進／非常時だけではなく平時にも有効活用の工夫／PDCAサイクルの実践 

国土強靱化基本計画（平成26年６月) 

〇平成28年熊本地震等の災害から得られた知見、社

会情勢の変化等を踏まえ課題（脆弱性）を評価 

〇フローチャートによる分析手法を導入して「最悪

の事態」に至る因果関係を明確化 

④重点化すべきプログラム等20プログラムの選定 

 〇15の重点化すべきプログラムを組み換え 

    追加例：【劣悪な避難生活環境、被災者の健康状態の悪化】 

          【上水道の長期間供給停止】 

 〇重点化すべきプログラムと関連が強い5つのプログラムを新

たに選定 

⑤防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策 

 〇④の重点化すべきプログラム等の推進を図るため、特に緊

急に実施すべき施策について、達成目標、実施内容、事業

費等を明示した３か年緊急対策を位置づけ 

（フローチャート分析） 

策定後約５年が経過 
平成30年7月豪雨、台風第21号、北海道胆振東部

地震等により住民の生活や経済活動に大きな影響 

〇重要インフラの機能確保について132項目の緊急

点検を実施し点検結果と対応方策を取りまとめ 

２．国土強靱化基本計画の見直し（平成30年12月） 

重要インフラの緊急点検（平成30年11月) 

１．脆弱性評価の結果（平成30年８月) 

 国土強靭化基本計画の見直し 
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平成30年台風第21号による関
西国際空港の被害状況 

平成30年７月豪雨による被災状況
（高梁川水系小田川） 

○平成30年7月豪雨、平成30年台風第21号、平成30年北海道胆振東部地震 等  
 により、これまで経験したことのない事象が起こり、多くの尊い人命が失われ、また、 
 重要インフラの機能に支障を来すなど国民経済や国民生活に多大な影響が発生 

「重要インフラの緊急点検」の実施（平成３０年１１月） 

○電力や空港など国民経済・生活を支え、国民の生命を守る重要インフラが、 
 あらゆる災害に際して、その機能を発揮できるよう、全国で132項目の点検を実施 

○平成30年11月27日「重要インフラの緊急点検に関する関係閣僚会議」において 
 点検結果及び対応方策をとりまとめ、公表  19 



 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」(平成30年12月） 

Ⅰ．防災のための重要インフラ等の機能維持 

氾濫被害の危険性が高い約
120河川で、堤防を強化 

災害拠点病院等125箇所の自
家発電設備の増設等の支援 

災害時における多言語音声
翻訳システムの高度化 

Ⅱ．国民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維持 

航空輸送上重要な７空港等の
ターミナルビルの浸水対策等 

土砂災害等の危険性が高い約
2000箇所の道路法面・盛土対
策、道路拡幅等 

主要な携帯電話基地局の
応急復旧のための､車載型
基地局等約100台の増設 

（例） 

（例） 

〇緊急点検等を踏まえ、２つの観点（Ⅰ・Ⅱ）から、特に緊急に実施すべきハード・ソフ 
 ト対策として、緊急対策160項目を、３年間（2018年度～2020年度）で集中実施 

20 



 国土強靱化関係予算 

令和２年度 
当初予算案 

前年度 
当初比 

令和元年度 
補正予算 

令和元年度 
当初予算 

前年度
当初比 

平成３０年度 
２次補正予算・ 
１次補正予算・ 

予備費 

平成３０年度 
当初予算 

国土強靱化関係予算 
（３か年緊急対策を除く） 

40,574 
 

（うち公共事業関係費） 

34,535 

11,513 
 

（うち公共事業関係費） 

8,300 

39,519 
 

（うち公共事業関係費） 

34,090 

 
  

－ 

37,805 
 

（うち公共事業関係費） 

32,932 

３か年緊急対策 
 

11,408 
 

（うち公共事業関係費） 

7,902 

－ － 

13,447 
 

（うち公共事業関係費） 

8,503 

－ 

11,930 
 

（うち公共事業関係費） 

7,811 

－ 

国土強靱化関係予算 
全体額 

51,983 
 

（うち公共事業関係費） 

42,437 

－ 

11,513 
 

（うち公共事業関係費） 

8,300 

52,966 
 

（うち公共事業関係費） 

42,593 

 
－ 

  

11,930 
 

（うち公共事業関係費） 

7,811 

37,805 
 

（うち公共事業関係費） 

32,932 

（国費、単位：億円） 

注１：計数は、整理の結果、異同を生じることがある。 
注２：国土強靱化基本計画における重点化すべきプログラム等の推進のための関係府省等の予算額を集計。 
注３：３か年緊急対策に関連する予算としては、上記の表の他、裁判所施設の強靱化対策として、令和２年度当初予算案24億円（非公共）、令和元年度予算28億円（非公共）、平成30年度２次補正予 
   算5.2億円（非公共）がある。 
注４：令和元年度補正予算（国土強靱化関係）としては、上記の表の他、裁判所施設に関する緊急対策20億円（非公共）があり、また、環境省分に含まれているエネルギー対策特別会計13億円を 
    除いた一般会計の合計は、１兆1,520億円となる。 

1.03 1.05 

平成30年度～令和２年度 
の総額で３兆６，７８５億円 
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令和元年度補正予算（国土強靱化関係） 
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〇昨年の台風第15号、第19号等の被害を踏まえ、水害対策を中心に国土強靱化
を更に強力に進め、国民の安全・安心を確保。 

〇河道掘削・堤防強化（氾濫発生の危険性の高い区域） 

 
河道掘削実施後河道掘削実施前

河道掘削
実施範囲

〇内水浸水対策強化 
（排水ポンプ車による排水機能の強化、雨水貯留施設の整備等） 

《排水ポンプ車等の活用イメージ》 《施設の無動力化のイメージ》 

〇ダムの洪水調節機能の維持・確保（堆砂掘削等） 
 

《土砂流入対策》  《ダムの容量を維持・確保      
        するための堆砂掘削》 

〇農業水利施設、ため池、治山施設、森林等の強靭化 
 （再度災害の防止、氾濫河川上流域等） 

排水機場の改修 

洪水被害防止対策 耐水対策の整備 

耐水扉の設置 
ため池の整備 

改修後の堤体 改修前の堤体 

改修後の排水路 

老朽化対策 ●安全施設の整備 

流木や土砂の河川への流入を防止するた
め、荒廃山地等の復旧・予防対策を実施 

河川への土砂・流木の流入 

洪水緩和機能など水土保全機能を強化するた
めの緊急的な間伐等を実施 

治山対策 

森林整備 

実施前 実施後 

 
 

水害対策の例 
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  防災教育の重要性① 

（出典：内閣府（防災担当）資料） 

○津波てんでんこ（津波からの避難行動） 

 岩手県釜石市では、「津波てんでんこ」とよばれる自分の命を守るこ
との重要性を伝える防災教育や、「想定を信じるな」「最善を尽くせ」
「率先避難者たれ」という「津波避難の３原則」の普及に努めてきた。
東日本大震災では、この教えを実践した小中学生のほとんどが助かると
ともに、一緒に避難した地域の人々の命も救われた。 
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隣接する鵜住居小学校との合同避難訓練（釜石東中学校 提供） 
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○稲むらの火 

 安政南海地震(1854年)の時、紀伊国広村（現 和歌山県有田郡広川村）
の郷士濱口梧陵（ヤマサ醤油七代目濱口儀兵衛）が、暗闇のなかで逃げ
遅れていた村人を、自分の「稲むら」（稲藁の山）に火を放って高台に
導いた。 
 また、濱口梧陵は、被災後も将来再び同様の災害が起こることを慮り、 
「住民百世の安堵を図る」ため、私財を投じて防潮堤を築造した。これ
により広川町の中心部では、昭和の東南海地震・南海地震（1944年)によ
る津波に際して被害を免れた。  

（出典：内閣府（防災担当）資料） 

  防災教育の重要性② 



 ナショナル・レジリエンス・コミュニティ 

 
 
 

 

国主催の活動 

民間の活動 

活動の創造・コラボ・触発を促す 

○レジリ学園   【オンライン】（Facebookを活用した交流の場） 
 ・フェイスブック公開グループのホームページによる防災・減災に興味・関 
  心がある方々の情報交換・交流など 
○レジリナイト【オフライン】（顔の見える交流の場） 
 ・月１回程度、国土強靱化推進室が場を提供し、関係者間の情報交換・交流 

 ・自主的な活動を創造する、または既に活動しているコミュニティ
のコラボや触発を促す対話型WSを実施。 

・多様なテーマとレジリエンスを掛け合わせ、有事だけではなく平
時にも活きる価値を生み出す。 

0

500

1000

H28.4H28.9H29.4H29.9H30.4H30.9H31.4 R1.8

レジリ学園参加者数 

○国土強靱化ワークショップ 

 
災害に強くしなやかで将来に明るい希望を持てる日本であるために、平時より、防災や減災など、様々な分野で
活動されている方々が活動交流する場  

概 要 

  
 
 

活   動 
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【令和元年度 開催実績】 
第１回東京(9/28)、第２回札幌(10/5)、第３回東京(10/26)、第４回神戸(11/16)、第５回広島(12/14)、第６回東京(2/15) 



『すそ野の広いBCP普及のためのノウハウ集』 （第2版） 
  （2019年5月）の公表 

民間事業者による事業継続の取組に必要となるBCPの策定や運用に関する知見
をとりまとめたノウハウ集の普及により、中小企業のBCP策定の促進を図る。 
（第2版は、BCP策定後、継続的な改善に取り組んだケーススタディを大幅に充実） 

 

『民間の取組事例集』（2019年4月）の公表 
民間事業者の取組の事例を広く収集し、 
先導的事例を広く展開することで、自主的な取組の促進を図る。 

 

『国土強靱化に資する民間の取組促進施策集』 
  （2019年4月）の公表 

国土強靱化に関して、各府省庁や都道府県が講じている 
代表的な施策について、施策分野やニーズごとにとりまとめ、 
紹介することで、民間主体による国土強靱化の取組の促進を 
図る。 

  民間の取組促進 
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【国土強靱化推進室の取組の概要】 



＜民間事業者に期待すること＞ 
 
 
 
・BCP策定など事業継続の取組（自助） 

 
 
・ビジネスとして防災に関する優れた商品・サービスを提供 
 
 
・普及啓発・人材育成や自治体との支援協定の締結など
社会貢献としての取組（共助） 

  民間事業者の国土強靱化への取組 
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顧客を守る！ 

自分を守る！ 

地域を守る！ 



自分を守る！ 顧客を守る！ 地域を守る！ 

AIアナウンサーによる災害報道 

No010 NPO法人エフエム和歌山（和歌山県） 

「民間の取組事例集」の具体事例（抜粋） 

■取組の概要 
 災害発生時、平成29年に開発した人工知能
（AI）アナウンサーを活用し、災害情報を絶え間
なく提供。 

■取組の特徴 
 28の国と地域の言語へ自動翻訳し、再生す
ることができる。 
 PCとインターネット環境があれば、どこからで
もニュース原稿を作成することにより、放送がで
きる。 

■取組の平時における利活用の状況 
 日ごろよりニュースや天気予報、音楽番組の
全自動放送に活用。 
 システムをクラウド化し、約20局で使用されて
いる。 

西日本豪雨災害現場における 
ロボットスーツを活用した災害支援 

No.024 CYBERDYNE株式会社（岡山県・広島県） 

■取組の概要 
 平成30年に発生した西日本豪雨災害におい
て同社製品を活用した災害支援を行った。 

■取組の特徴 
 重機の入れない場所での人手による重量物
の撤去時など、ロボットスーツは、作業者の腰部
の負担を低減させる。岡山県高梁市の現場で
は、災害復興ボランティア十数人にロボットスー
ツが貸与され、同社の社員と共に3日間に渡り
復旧作業をサポート。 

■取組の平時における利活用の状況 
 医療・介護現場や物流倉庫など重量作業の
ある環境で働く人の腰部にかかる負担の低減の
ために活用されている。 

全国の工務店が地域の災害拠点に 
~地域防災ステーションプロジェクト~ 

No.035 日本木造住宅耐震補強事業者協同組合  

■取組の概要 
 全国の工務店（約1,300社）が災害時の手助
けや情報伝達のハブ等を行う地域の防災拠点
となる「地域防災ステーション」プロジェクトを展
開。 

■取組の特徴 
 工務店が“助けられる側”ではなく“助ける側”
となるよう備蓄に努めるなど自社の防災意識を
高めると共に、地域への防災情報発信も行い地
域全体の防災力の向上を図る取組。 

■取組の平時における利活用の状況 
 会員企業が防災情報誌「まもりとそなえ」を地
域住民へ継続的に配布することで、地域での認
知度を向上させることができ、地域住民から住
生活に関する相談をされるようになっている。 

AIアナウンサーの自動翻訳原稿 
災害現場でロボットスーツを装着して土砂を運び出す 
（H30年7月15日 岡山県倉敷市真備町＝時事通信） 「地域防災ステーション」に推奨されるパッケージ 
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国土の強靱化実現のためには、企業・団体等を含めた社会全体のレジリエンス強化が
必要。このため、事業継続（BCPの策定と運用）に積極的に取り組んでいる企業等を「国
土強靱化貢献団体」として第三者が認証する仕組みを平成２８年度に創設。 

 「国土強靱化貢献団体」認証制度 

認証制度の仕組み 

◆内閣官房が国土強靱化貢献団体の認証に関するガイドラインを発出。 
◆ガイドラインに記載の要件を満たすことが確認された民間の認証組織

（実施機関）がガイドラインに基づく認証を実施。 
◆国土強靱化貢献団体認証の取得要件： 
 
 
 
◆認証を取得した団体は、レジリエンス・マークを広告・名刺等に付け、 PR

できる。また、官民の一部の金融機関等で優遇。 
◆「国土強靱化貢献団体」のうち社会貢献に積極的に取り組んでいる企業

等を「国土強靱化貢献団体（＋共助）」とする仕組みを新設（平成３０年
７月） 

①事業継続の方針策定、②同分析・検討の実施、③同戦略・対策の検討と
実施、④具体の計画策定、⑤見直し・改善の仕組み、⑥事前対策の実施、
⑦教育・訓練の実施、⑧担当者の経験と知識⑨重大な法令違反がない。 

認証組織（（一社）レジリエンス
ジャパン推進協議会）が策定
した「レジリエンス・マーク」 

累積認証団体：１７７団体（うち＋共助７３団体） 
 

（令和２年２月１日現在） 

30 



＜目次＞ 
1. 国土強靱化とは ～その意義～ 
2. 国土強靱化に関する制度・予算の概要 
3. 多様な取組による国土強靱化 
4. 自治体の取組（国土強靱化地域計画） 

 



 国土強靱化地域計画の市区町村策定率マップ【策定済】 
  

令和２年２月１日現在の状況（政令指定都市含む）    
 １，７４１市区町村のうち、策定済          １５８市区町村 
                 策定中（予定含む） １，０９８市町村 
  

＜参考＞都道府県：全団体で策定済み  

【政令指定都市】 
（注）◎は策定済み、△は策定中（予定含む） 

◎札幌市 

△仙台市 

◎さいたま市 

◎千葉市 

◎横浜市 

◎川崎市 

△相模原市 

◎新潟市 

△静岡市 

◎浜松市 

◎名古屋市 

◎京都市 

◎大阪市 

◎堺市 

◎神戸市 

◎岡山市 

◎広島市 

◎北九州市 

△福岡市 

△熊本市 

１０％以上３０％未満 （１１道県） 

都道府県別 策定済みの市区町村の割合（政令指定都市除く） 
６０％以上 （１県） 

１０％未満 （１９都府県） 
策定済みの市町村なし （１４県） 

３０％以上６０％未満 （２府県） 
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地域計画の市区町村策定率マップ【策定済・策定中（予定含む）】 

【政令指定都市】 
（注）◎は策定済み、△は策定中（予定含む） 

◎札幌市 

△仙台市 

◎さいたま市 

◎千葉市 

◎横浜市 

◎川崎市 

△相模原市 

◎新潟市 

△静岡市 

◎浜松市 

◎名古屋市 

◎京都市 

◎大阪市 

◎堺市 

◎神戸市 

◎岡山市 

◎広島市 

◎北九州市 

△福岡市 

△熊本市 

１０％以上３０％未満 （３県） 

都道府県別 策定済み及び策定中（予定含む）の市区町村の割合（政令指定都市除く） 
６０％以上 （３４道府県） 

１％以上１０％未満 （３都県） 
策定済み及び策定中（予定含む）の市町村なし （０県） 

３０％以上６０％未満 （７県） 
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令和２年２月１日現在の状況（政令指定都市含む）    
 １，７４１市区町村のうち、策定済          １５８市区町村 
                 策定中（予定含む） １，０９８市町村 
  

＜参考＞都道府県：全団体で策定済み  
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  国土強靱化地域計画の策定状況（愛媛県） 

策定済み 

策定中（予定含む） 

令和２年２月１日現在 

松山市 

今治市 

宇和島市 

伊予市 
久万高原町 

砥部町 

愛南町 

八幡浜市 

新居浜市 
西条市 

四国中央市 

東温市 

鬼北町 

松野町 

伊方町 

内子町 

松前町 

上島町 

西予市 

大洲市 



 １ 地域のリスクを認識し、強靱な地域づくり（地域の健康診断） 

   ○地域の災害リスクと現行の対策を評価（脆弱性評価）し、事前に必要な対策を講じる 

     ことで、実際に災害が起こっても、被害を小さくでき、迅速に復興 

 
 ２ 施策（事業）スムーズな進捗 

   ○法定計画を策定し、施策（事業）の優先順位を「対外的」に明らかにすることで、 

     国土強靱化に係る新規・既存の各種の施策（事業）がより効果的かつスムーズに進捗 
 
 
   ○部局横断的な取組や進捗管理による、庁内意識の共有、推進力の出現 

 

３ 地域の持続的な成長、地方創生 

   ○災害への対応力の向上による地域への安心・安全感の向上 

     によって、地域の持続的な成長へ。 

        地域の信頼向上は投資の呼び込みにも寄与。 

  国土強靱化地域計画に基づく取組を進める３つのメリット 

←関係府省庁所管の交付金・補助金による支援も 

35 



 国土強靱化地域計画の策定支援の取組 

〇市町村における国土強靱化地域計画の策定促進のため、国においては、以下のような
支援を実施。 

【地域計画の策定に向けた支援】 

○首長も対象とした出前講座等の積極的な実施（令和元年度 累計65回（R2.2.1現在）） 

○自治体の総合計画との同時策定・一体策定の事例紹介（春日部市） 

○複数市町村による合同策定の事例紹介 

  （鳥取県西部７町村、青森県八戸圏域８市町村） 

○都道府県への働きかけ・意見交換の実施 

○国土強靱化地域計画策定ガイドラインの継続的な改定 
 

【地域計画に基づき実施される取組の支援】 

○令和元年度は、地域計画に基づき実施される取組に対し、関係府省庁所管の34の交
付金・補助金において、交付の判断にあたり、一定程度配慮の支援を実施 

○令和２年度は、地域計画に基づき実施される取組等に対し、関係府省庁所管の46の
交付金・補助金において、「一定程度配慮」に加え、予算配分、採択において、重点配
分、優先採択等の支援を実施 
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（１）市町村策定への都道府県の積極的な支援が行われるよう、 
   ・都道府県による支援の必要性を明記 
   ・策定段階に応じた支援例や都道府県における支援の取組 

事例を掲載             ＜②策定・改訂編p59、60、62、63ほか＞ 

 
（２）地域計画策定済団体の実例等により得られた知見を充実 
    ・複数市町村による合同策定の取組事例（策定の経緯等） 

                                                ＜①基本編p31＞ 

    ・総合計画との一体策定の取組事例（施策とリスクシナリオの 

     関連性の整理手法）                         ＜①基本編p35＞ 

    ・地域計画の不断の見直しの取組事例（見直しの実施内容） 

                                             ＜②策定・改訂編p55＞ 

    ・地域計画策定の効果の事例（予算関係）          ＜①基本編p26、27＞ 

    ・他の計画との関係の追記（他の分野別計画との関係）    ＜①基本編p42＞ 

   
（３）より充実した地域計画とするため、地域計画に個別の事業を 

記載する場合の、自団体だけでなく国や他の地方公共団体等の
個別の事業についての記載イメージを追加 ＜②策定・改訂編p22、23＞ 

  
（４）国土強靱化基本計画（平成30年12月14日閣議決定）の見直し

内容を反映                     ＜①基本編p８、９ほか＞  

  地域計画策定ガイドライン（第６版）の主な改定内容 
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  国土強靱化地域計画の策定の進め方 

目指すべき将来の地域の姿 
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【基本目標】  
  国土強靭化基本計画（H30.12.14閣議決定）の４つの基本目標に即して設定 
 Ⅰ 人命の保護が最大限図られること 
 Ⅱ 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 
 Ⅲ 国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 
 Ⅳ 迅速な復旧復興 
 
  

  STEP１ 地域を強靱化する上での目標の明確化 

【事前に備えるべき目標】 
 国土強靭化基本計画の８つの備えるべき目標に即して設定 
１ 直接死を最大限防ぐ 
２ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境 
                                                                                                             を確実に確保する 
３ 必要不可欠な行政機能は確保する 
４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する     
５ 経済活動を機能不全に陥らせない 
６ ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、 
  早期に復旧させる 
７ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 
８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 
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【想定するリスク】 
・大規模自然災害 
・地域の特性に応じた自然災害 
  ※ 過去の災害にとらわれずに想定を行うことが重要。 
  ※ 最も切迫している災害を先行、その他はおって 拡充する等、 
    段階的な策定も可。 

【リスクシナリオ】 
・想定リスク、地域特性、都道府県地域計画等を踏まえ、 基本計画の45のリスクシナリオを
参考に、「起きてはならない最悪の事態」を設定。 

【施策分野】 
・リスクシナリオを回避するために必要な施策を念頭に置きつつ、基本計画の施策分野（12
の個別施策分野と５の横断的分野）や自団体の総合計画等の施策分野を参考に、施策分
野を設定。 

 
〇地域独自のリスクシナリオ 
〔静岡県掛川市〕企業・住民の流出等による地域活力の低下 

〇地域独自の施策分野 〔高知県高知市〕教育・保育 
 

地方公共団体の取組例 

  STEP２ リスクシナリオ（最悪の事態）、個別施策分野の設定 
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地方公共団体の取組例 



45の起きてはならない最悪の事態（基本計画見直し後） 

事前に備えるべき目標(カテゴリー) 
起きてはならない最悪の事態 

 １．直接死を最大限防ぐ。 

1-1 
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の
倒壊による多数の死傷者の発生 

1-2 
密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷
者の発生 

1-3 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生 
1-4 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 
1-5 大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生 
1-6 暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生 

２．救助・救急、医療活動等が迅 速に行われるとともに被災者等の健康・避難生活環
境を確実に確保する。 

2-1 
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の
停止 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 
2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 
2-4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

2-5 
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給
の途絶による医療機能の麻痺 

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

2-7 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪
化・死者の発生 

 ３． 必要不可欠な行政機能は確保する。 
3-1 被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱 
3-2 首都圏等での中央官庁機能の機能不全 
3-3 地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

 ４． 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 
4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 
4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態 

4-3 
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、 
避難行動や救助・支援が遅れる事態 

 ５．経済活動を機能不全に陥らせない。 
5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下 
5-2 エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な影響 
5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 
5-4 海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響 

事前に備えるべき目標(カテゴリー) 
起きてはならない最悪の事態 

5 5-5 
太平洋ベルト地帯の幹線が分断するなど、基幹的陸上海上交通ネットワークの機
能停止による物流・人流への甚大な影響 

5-6 複数空港の同時被災による国際航空輸送への甚大な影響 
5-7 金融サービス・郵便等の機能停止による国民生活・商取引等への甚大な影響 
5-8 食料等の安定供給の停滞 
5-9 異常渇水等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響 

 ６．ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、
早期に復旧させる。 

6-1 
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・ＬＰガス
サプライチェーン等の長期間にわたる機能の停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 
6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 
新幹線等基幹的交通から地域交通網まで、陸海空の交通インフラの長期間にわ
たる機能停止 

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全 
 ７．制御不能な複合災害・二次災害を発生させない。 

7-1 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生 
7-2 海上・臨海部の広域複合災害の発生 

7-3 
沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通
麻痺 

7-4 
ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火山噴出
物の流出による多数の死傷者の発生 

7-5 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃 
7-6 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

 ８．社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する。 
8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

8-2 
復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不
足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態 

8-3 
広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に
遅れる事態 

8-4 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティーの崩壊等による有形・無
形の文化の衰退・損失 

8-5 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅
に遅れる事態 

8-6 
国際的風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による
国家経済等への甚大な影響 

※    は、新たに設定       は、内容を組替      

  は、重点プログラム     は、重点プログラムと関連が強いプログラム    41 



〇脆弱性評価は「地域の健康診断」 
 
○脆弱性の分析・評価にあたっては、縦軸にSTEP２で設定したリ
スクシナリオ、横軸にSTEP２で設定した個別施策分野を配置し
たマトリクスを作成 

 ※ 縦横軸の交差する各枠に施策（事業）を記載。 
 ※ 記載する施策は、例えば自団体の総合計画、地域防災計画や個別施策分

野ごとの計画から施策（事業）を抽出等。 

 
○マトリクスの作成により、個々のリスクシナリオに対するすべ
ての施策（事業）を見える化できるため、 

 ・施策（事業）に漏れはないか 
 ・関連する施策（事業）の進捗状況に齟齬をきたしていないか 

 等の確認に極めて有効な手法 

  STEP３ 脆弱性の分析・評価、課題の検討 
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  地域経営分野 
地域・社会福祉

分野 
産業・雇用 

分野 
教育・文化 

分野 
都市・交通基盤

分野 
老朽化対策 

1.・・・ 

○○○○… 

情報伝達の不備等による避難
行動の遅れ等に伴う被害の拡
大 

避難勧告等発令
基準の策定 

ブロードバンド利
用環境整備 

教育活動の充実 

××××… 

5.・・・ 

サプライチェーンの寸断等によ
る経済活動の麻痺 

物流機能の維
持・確保 

人材育成を通じ
た産業の体質強
化 

漁港施設の耐
震・耐津波強化
対策 
港湾施設の維持
管理計画の策定 

△△△△… 

6.・・・ 

地域交通ネットワークの市内
各地での分断 

災害に強く信頼
性の高い幹線道
路ネットワークの
構築 

道路施設の維持
管理計画の策定 

快適な道路環境
の確保 

□□□□… 

◆◆◆◆… 

【イメージ】 

目
標
・リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ 

「防災教育」が
明記されてい

ない！ 

施策が全く
ないリスク！ 

民間企業の
BCP策定が
必要では？ 

道路整備は防
災の観点も必
要では？ 

  STEP３ 脆弱性の分析・評価、課題の検討 
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個別施策分野 



○脆弱性評価の結果に基づき、各リスクへの対応方策を検討・整理 

 ※ 個別施策分野に対応方策を整理することも有効。  

 
○地域を特定した個別の事業の記載も検討 

 ※ この場合、自団体だけでなく国や他の地方公共団体等に係る個別の事業に
ついても記載。 

 
○対応方策の検討に当たっては、 

 ・地域産業の振興や高齢化対策、自然環境の保護等、強靱化の推
進以外の行政分野も十分に勘案 

 ・他の主体（国・県・民間事業者・住民）との役割分担を整理、
関係者間で十分に対話・相談  

 
○対応方策として整理するに当たっては、取組主体（国・県・市町

村、部局名等）を明記する等、対外的に取組主体が分かる工夫を 

  STEP４ リスクへの対応方策の検討 
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  地域経営分野 
地域・社会福祉

分野 
産業・雇用 

分野 
教育・文化 

分野 
都市・交通基盤

分野 
老朽化対策 評価 対応方策 

1.・・・ 

○○○○… 

脆
弱
性
の
評
価 

対
応
方
策
の
検
討 

情報伝達の不備等による避
難行動の遅れ等に伴う被害
の拡大 

避難勧告等発令
基準の策定 

ブロードバンド利
用環境整備 

教育活動の充実 
防災教育の推進 

××××… 

5.・・・ 

サプライチェーンの寸断等に
よる経済活動の麻痺 

物流機能の維
持・確保 

人材育成を通じ
た産業の体質強
化 

漁港施設の耐
震・耐津波強化
対策 
港湾施設の維持
管理計画の策定 

△△△△… 

6.・・・ 

地域交通ネットワークの市内
各地での分断 

災害に強く信頼
性の高い幹線道
路ネットワークの
構築 

道路施設の維持
管理計画の策定 

災害に備えた道
路交通環境の整
備 

□□□□… 

◆◆◆◆… 

評価 個別施策分野ごとの評価 

【イメージ】 
個別施策分野 

目
標
・リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ 

  STEP４ リスクへの対応方策の検討 

新たな施策
を検討 

追加の施策を
検討 
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○各リスクの影響の大きさ・重要性・緊急度等を考慮して、 
  プログラム（または施策）を重点化・優先順位付け 
 

 
〔高知県高知市〕高知県全域を対象に地域特性や被害想定を勘案して、県市で

28のリスクシナリオに絞り込み。さらに「影響の大きさ」、
「市の役割の大きさ」、「他のリスクシナリオの回避や被害軽
減への寄与度」の視点から優先度を総合的に判断し、有識者の
意見を踏まえて15の重点化プログラムを選定。 

 
〔千葉県旭市〕「市の役割の大きさ」、「影響の大きさ」、「緊急度」の観点

から、28のプログラムのうち10の重点化プログラムを選定。 
 
〔北海道札幌市〕個別事業の中長期事業費を資料として添付。 
 

地方公共団体の取組例 

  STEP５ 対応方策について重点化・優先順位付け 
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＜重点化、要件化＞ 

地方公共団体等が実施する国土強靱化関係の補助金・交付金事業に対して、国土強靱化予算の「重点化」 
「要件化」 「見える化」等により、地域計画の策定、地域の国土強靱化の取組を一層促進 

地域計画に基づき実施される取組 
に対して「一定程度配慮」 

  予算の「重点化」 「要件化」 「見える化」（イメージ） 

【令和元年度】 【令和２年度】 【令和３年度（想定）】 

 地域計画に基づき実施される取組 
 又は明記された事業に対して「重点配分」  
 「優先採択」等 

地域計画に基づき実施される取組 
又は明記された事業であることを交付要件と  
する「要件化」を検討 

 地域計画に基づき実施される取組 
 に対して「一定程度配慮」（対象追加を検討） 

重点化
地域計画に明記された事業 
に対して「重点配分」「優先採択」等 

重点化 

要件化 

地域計画に基づき実施される取組 

に対して「一定程度配慮」（対象追加を検討） 

（８月） 
 
・関係府省庁連絡 
  会議で申合せ 
 
・地方公共団体に  
  周知 
（「重点化」 「要件
化」 「見える化」等） 

（７月目途） 
 
・関係府省庁連絡会議 
  でR２年度予算の 
  「重点配分」状況について 
  実績（予算額等）を 
  取りまとめ・公表 

（12月～） 
 
・地域計画策定 
  状況を確認 
 
・R２年度予算 
  府省庁ごとに配分 
 方針の公表 
 （ 「重点化」等） 

（次年度も同様） 
 ※「要件化」した事業に 
  ついて、未策定市区町村 
  への配分結果の通知・ 
  公表で「配分無し」と明記 
  することも検討 

（12月～） 
 
・地域計画策定 
  状況を確認 
 
・R３年度予算 
 府省庁ごとに配分 
 方針の公表 
 （ 「重点化」 「要件 
 化」 等） 
 

見える化 

＜見える化＞ 

国土強靱化推進室、都道府県による地域計画の早期策定支援 

見える化 
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＜重点化＞ ２７交付金・補助金 
【内閣府】地方創生整備推進交付金 
【警察庁】都道府県警察施設整備費補助金（警察施設整備関係）、特定交通安全施設等整備事業に係る補助金 
【総務省】放送ネットワーク整備支援事業費補助金、無線システム普及支援事業費等補助金（地上基幹放送等に関する耐災害性強化支 
      援事業）、無線システム普及支援事業費等補助金（民放ラジオ難聴解消支援事業）、無線システム普及支援事業費等補助金 
      （公衆無線LAN環境整備支援事業）、 ケーブルテレビ事業者の光ケーブル化に関する緊急対策事業、消防防災施設整備費 
      補助金、緊急消防援助隊設備整備費補助金 
【文科省】学校施設環境改善交付金 
【厚労省】社会福祉施設等施設整備費補助金、次世代育成支援対策施設整備交付金、保育所等整備交付金 
【農水省】農村地域防災減災事業、農業水路等長寿命化・防災減災事業、農山漁村振興交付金のうち農山漁村活性化整備対策、強い 
      農業・担い手づくり総合支援交付金、鳥獣被害防止総合対策交付金、治山事業、林業・木材産業成長産業化促進対策、水産 
      基盤整備事業、浜の活力再生・成長促進交付金、農山漁村地域整備交付金、海岸事業（漁港海岸） 
【国交省】防災・安全交付金、社会資本整備総合交付金のうち道路事業 

＜一定程度配慮＞ １９交付金・補助金 
【厚労省】地域介護･福祉空間整備等施設整備交付金、社会福祉事業施設等貸付事業利子補給金、地方改善施設整備費補助金 
【農水省】森林・山村多面的機能発揮対策交付金 
【経産省】災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金、災害時に備えた地域におけるエネルギー 
      供給拠点の整備事業費、離島・SS過疎地等における石油製品の流通合理化支援事業費（過疎地等における石油製品の流通 
      体制整備事業）、次世代燃料供給体制構築支援事業費（ＳＳ過疎地対策計画策定支援事業） 
【国交省】住宅市街地総合整備促進事業費補助＜①密集市街地総合防災事業、②空き家対策総合支援事業、③災害時拠点強靱化 
      緊急促進事業＞、都市安全確保促進事業費補助金、特定洪水対策等推進事業費補助、特定土砂災害対策推進事業費 
      補助、海岸保全施設整備連携事業、大規模海岸保全施設改良事業、道路事業費補助、港湾の防災力向上推進事業、下水道 
      防災事業費補助 
【環境省】循環型社会形成推進交付金（浄化槽分）、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の防災・減災と低炭素化を同時 
      実現する自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業） 

※ 赤字は令和２年度から追加、青字は令和２年度から対象施設等の拡充措置等が行われる交付金・補助金 

  国土強靱化地域計画の事業に対する支援 

対象となる交付金・補助金 計 ９府省庁 46の交付金・補助金 
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